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はじめに                                   

 

本市では、道路、橋、上下水道などの社会基盤や市営住宅、保育所、小・中学校な

どの公共施設を数多く保有しています。 

本市教育委員会では、これらの公共施設のうち、小・中学校や公民館など、地域コ

ミュニティを支えるために必要な教育施設について、維持管理・整備を行っています。  

その多くは昭和４０年代以降に、急速に整備したものであり、現在では老朽化が進

み、一斉に建替え時期を迎えています。 

数多くの施設を継続的に維持していくためには、相応の費用が必要です。しかしな

がら、生産年齢人口の減少及び老年人口の増加といった人口構造の変化に伴う厳しい

財政状況の下、従来のように建替えによって全ての施設に対応することが困難となっ

ています。そのため、本市では、建築物の安全性や機能性を維持しながら現有施設を

できるだけ長期間使用する「長寿命化」に努めてまいりました。これは、計画的に予

防保全をすることによって施設の整備及び維持にかかる費用を総合的に抑制していく

といった考え方に基づくものです。 

なお、本市教育委員会は、平成２５年３月に前橋市教育施設長寿命化計画（平成３

０年３月一部改訂）を策定しましたが、計画当初から１０年を迎えたため、これまで

の取組の進捗や社会情勢の変化に対応するべく、ここに新たな計画を策定する運びと

なりました。 
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１ 目的                                  

  施設の躯体や設備に関する定期的な点検によって劣化や損傷等の状況を的確に把握し、計

画的に予防保全型の修繕、工事等の維持管理を実施することで、ライフサイクルコストの縮

減及び財政負担の平準化を図りながら、施設の長寿命化と質的改善を実現することを目指し

ます。 

 

２ 期間                                  

  令和５年４月１日から令和１５年３月３１日までを計画期間とします。また、概ね５年程

度経過した後に、時勢に応じた見直しを図ることとします。 

 

３ 位置付け                                

  本市の最上位計画である「第七次前橋市総合計画」や業務遂行の効率化を図る「行財政改

革推進計画」では、資産の適切な維持保全と財政負担の軽減を図るファシリティマネジメン

トの推進が掲げられています。本計画は関連する諸計画と整合を図りつつ、その目標を達成

するために策定するものです。 

 

  

序章 計画のあらまし 
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４ SDGs との関連                                

SDGs（持続可能な開発目標）は、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な

開発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標です。

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、“地球上の

誰一人として取り残さない”ことを誓っています。 

人口減少と少子高齢化社会の進展により、社会全体の活力低下が懸念される中、本市も持

続可能な地域社会づくりを進めることで SDGs を推進しています。 

 

 

 

目標４  全ての人に包括的かつ公正な質の高い教育を確保し生涯学習

の機会を促進する。 

教育施設を利用するすべての人が安全で快適に過ごすことができる環

境の整備に努めます。 

 

目標９ 強靭（レジリエント）なインフラ構築、包括的かつ持続可能な

産業化の促進及びイノベーションの推進を図る。 

施設の長寿命化を図ることで、地域コミュニティや防災における高質で

信頼できる拠点を提供し、社会活動のサスティナビリティの提供に努め

ます。  

(※サスティナビリティとは、持続可能性のこと) 

 

５ 推進体制                                

   計画を継続的に実施するために、教育委員会を中心に取り組んでいきます。また、必要

に応じて、全庁横断的な検討機関である資産利活用推進委員会（委員長：副市長）と連携

し、整備や適正配置について、全庁的に検討していきます。 
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  本市の教育施設全体のうち学校施設が約８９％を占めていますが、その多くが昭

和４０年代以降の児童生徒の急増期に建設されたものです。また、昭和６０年代以降

の児童生徒が減少する時期を経て、現在では小規模校化が進んでおり、学校の適正規

模・適正配置の方針により統廃合が検討・実施されるなど、学校を取り巻く状況は大

きく変化をしています。 

本章では、教育施設のうち学校施設について、長寿命化の整備方針を示します。  

 

１ 施設一覧                                 

本計画の対象となる学校施設は、小学校４７校、中学校２０校、高等学校１校、特別支援学

校１校及び幼稚園３園の校舎、体育館及び武道場とします。 

以下に施設の概要を示します。 

小学校      

No. 学校名 所在地 
児童数

R4 
学級数

R4 
児童数

H30 
学級数

H30 

1 桃井小学校 大手町 2-16-4 389 19 402 17 

2 中川小学校 三河町 2-1-3 141 9 163 8 

3 敷島小学校 昭和町 1-22-8 206 11 217 12 

4 城南小学校 六供町 1-13-2 477 20 532 20 

5 城東小学校 城東町 1-35-7 294 14 317 14 

6 若宮小学校 若宮町 4-12-24 159 8 177 9 

7 天川小学校 文京町 3-18-4 431 17 516 22 

8 岩神小学校 岩神町 4-4-1 328 15 339 16 

9 上川淵小学校 朝倉町 466 292 14 264 12 

10 下川淵小学校 鶴光路町 38-1 567 22 579 21 

11 桂萱小学校 上泉町 178 305 15 339 16 

12 桂萱東小学校 堤町 471 470 21 565 21 

13 芳賀小学校 勝沢町 719 429 18 420 17 

14 総社小学校 総社町総社 1625 269 14 269 14 

15 元総社小学校 元総社町 1-33-11 211 11 264 14 

16 東小学校 箱田町 1452-1 790 29 783 28 

17 細井小学校 下細井町 67-1 538 22 521 21 

18 桃川小学校 荒牧町 1-46-11 426 22 431 18 

19 清里小学校 青梨子町 446 218 11 213 12 

１章 学校施設 
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20 永明小学校 上大島町 655 638 25 688 26 

21 駒形小学校 駒形町 1172 374 17 372 15 

22 荒子小学校 荒子町 1240 288 14 313 14 

23 大室小学校 西大室町 2817 75 7 67 7 

24 二之宮小学校 二之宮町 1841 270 15 267 13 

25 笂井小学校 笂井町 1160 196 10 186 10 

26 広瀬小学校 広瀬町 3-19 132 8 217 12 

27 大利根小学校 大利根町 2-12-1 445 18 472 18 

28 桃瀬小学校 西片貝町 3-343 432 17 382 17 

29 荒牧小学校 荒牧町 4-9-2 534 22 641 24 

30 勝山小学校 総社町植野 123 388 16 376 15 

31 わかば小学校 朝倉町 165-1 239 13 257 15 

32 元総社南小学校 元総社町 80-2 188 10 187 8 

33 桃木小学校 上沖町 732-1 295 15 343 14 

34 山王小学校 山王町 160-1 436 19 475 20 

35 新田小学校 上新田町 1160 437 19 422 18 

36 元総社北小学校 総社町総社 3149 292 14 264 14 

37 大胡小学校 堀越町 1161 394 17 402 18 

38 大胡東小学校 河原浜町 870-1 448 20 507 22 

39 滝窪小学校 滝窪町 185-1 94 8 120 7 

40 金丸分校 東金丸町 136-1 19 3 15 3 

41 宮城小学校 鼻毛石町 1507-1 284 13 337 16 

42 粕川小学校 粕川町女渕 521-2 366 16 439 18 

43 月田小学校 粕川町月田 273-1 69 7 76 7 

44 原小学校 富士見町原之郷 1933-1 386 17 433 19 

45 時沢小学校 富士見町時沢 3164-1 450 19 526 21 

46 石井小学校 富士見町石井 546-1 130 8 141 8 

47 白川小学校 富士見町小暮 2425-63 87 8 111 8 

合   計   15,326 707 16,348 720 

       

中学校         

No. 学校名   
生徒数

R4 
学級数

R4 
生徒数

H30 
学級数

H30 

1 第一中学校 南町 1-20-5 443 15 442 15 

2 みずき中学校 日吉町 3-9-2 328 14 369 15 

3 第三中学校 平和町 2-13-24 239 10 288 11 
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4 第五中学校 文京町 3-20-5 381 13 437 15 

5 第六中学校 総社町総社 1762-1 406 15 382 15 

6 第七中学校 宮地町 260-1 547 22 540 19 

7 桂萱中学校 上泉町 175 553 21 599 20 

8 芳賀中学校 鳥取町 796 184 9 237 9 

9 元総社中学校 総社町総社 3060 313 13 311 11 

10 東中学校 光が丘町 3 457 17 497 16 

11 南橘中学校 荒牧町 975 580 20 578 19 

12 木瀬中学校 小屋原町 1811-1 577 20 508 16 

13 荒砥中学校 荒子町 1338 320 12 343 13 

14 明桜中学校 後閑町 50-4 329 14 ※305 ※13 

15 鎌倉中学校 上細井町 2130 347 13 367 13 

16 箱田中学校 前箱田町 396-1 360 14 389 14 

17 大胡中学校 堀越町 1152 534 20 557 19 

18 宮城中学校 鼻毛石町 1564-1 173 8 207 8 

19 粕川中学校 粕川町西田面 138 261 12 263 10 

20 富士見中学校 富士見町田島 954-1 582 20 651 20 

合     計   7,914 302 8,286 293 

 ※春日中と広瀬中の合算 

高等学校         

No. 学校名   
生徒数

R4 
学級数

R4 
生徒数

H30 
学級数

H30 

1 市立前橋高等学校 上細井町 2211-3 705 18 713 18 

       

特別支援学校         

No. 学校名   
児童生
徒数 R4 

学級数
R4 

児童生
徒数
H30 

学級数
H30 

1 前橋特別支援学校 東上野町 459-1 131 28 105 22 

       

幼稚園（３園）         

No. 学校名   
幼児数

R4 
学級数

R4 
幼児数

H30 
学級数

H30 

1 まえばし幼稚園 若宮町 4-32-4 81 5 137 7 

2 おおご幼稚園 河原浜町 491-1 54 3 136 7 

3 宮城幼稚園 鼻毛石町 1503-1 14 3 52 3 

合   計   149 11 325 17 

※R4 は令和４年５月１日現在、H30 は平成３０年５月１日現在  
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２ 児童生徒数の変遷                             

 

 

 

昭和５３年度から現在までにおける本市の小中学校の児童生徒数は、昭和５８年度の３８，

１０９人をピークに減少してきました。平成１６年度に旧大胡町・宮城村・粕川村との合併、

続く平成２１年度に富士見村との合併により一時的に増加しましたが、平成２５年度の２６，

５９２人から再び減少傾向にあり、令和４年度では２３，２５６人となり、昭和５８年度と比

較すると約３９％減少しています。 

学級数は、昭和５８年度１，０２１学級、平成２５年度１，０２２学級、令和４年度１，０

１２学級と児童生徒数の減少とは異なる傾向となっています。その要因として、少人数学級の

導入や特別支援学級数の増加などが考えられます。 

なお、令和１０（２０２８）年度の児童生徒数は２０，３７７人と減少傾向が継続すると推

計されています。 

 

３ 学校施設の目指すべき姿                          

本市教育委員会で策定した「第３期 前橋市教育振興基本計画」（計画期間：令和５年度から

令和１０年度までの６年間）は、「多様な人と協働しながら、主体的・創造的に社会を創る人」

を育むための計画です。この計画により、令和３年に定めた「前橋市教育の大綱」の実現に向

け、「教育環境整備分野・教育施設整備」についても、４つの指針とこれに対応した視点に沿っ

て、目指すべき人間像育成のための具体的な施策を展開していきます。 
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指針 視点 

個を伸ばす 個性を伸ばす学びの充実 

認め合う 多様性を認め合う学びの充実 

創り出す 新たな価値を創造する学びの充実 

未来へつなぐ 市民としての誇りを継承する学びの充実 

また、「教育環境整備分野・教育施設整備」における基本理念並びに基本方針は次のとおりです。  

基本理念 基本方針 

「学び」「創造」「交流」の場

としての教育環境づくり 

個人と社会のウェルビーイングをつなぐ教育環境づくり 

〈内容〉 

共生社会の実現と地域コミュニティの再構築に向けて、個人

と社会のウェルビーイングをつなぐ場にふさわしい施設づく

りを推進します。 

 安全性と環境への配慮を実現するため、施設の長寿命化を計

画的に実施します。 

上記の基本理念と基本方針を踏まえ、第３期計画期間では２つの施策目標を掲げ、重点的に取

り組む施策や具体的取組を定めています。 

施策の目標 重点的に取り組む施策 具体的取組 

学校教育施設の快適性向上 

 

児 童 生 徒 が 安 全 か つ 快 適 に

過ごせる教育環境の整備 

●トイレの洋式化の推進 

●小学校特別教室の空調設備

整備の推進 

学 校 教 育 施 設 の バ リ ア フ リ

ー化推進 

児 童 生 徒 に と っ て 障 害 が 学

校 生 活 の 支 障 と な ら な い 教

育環境の整備 

●エレベーター設置の推進 

 

以上から、このたびの長寿命化計画では、学校施設の目指すべき姿を次のとおりとします。 

〇安全な学校 

・児童生徒が安心して活動できる学校 

・地域の防災拠点として機能する学校 

〇快適な学校 

 ・児童生徒がのびのびと活動できる学校  

 ・地域の人たちが愛着を持てる学校 
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４ 施設整備の現況                                 

(1) 学校施設経費の推移 

本市では、これまで学校施設の構造躯体の耐震化を優先して行ってきた結果、平成２８年

度に耐震補強工事が完了しました。 

また、過去５年においては、統廃合に伴い、わかば小学校と明桜中学校の整備に係る大規

模改造工事を実施しました。 

５年間の施設整備及び補修費を平均すると、年間２６．８億円となります。 

単位：千円 

 H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) 

施設整備費 4,412,264 1,169,022 1,706,932 1,878,445 2,197,990 

その他整備費 109,385 265,969 252,663 321,575 321,986 

維持修繕費 93,312 119,139 100,511 103,642 88,430 

光熱水費・委託費  55,732 48,829 24,720 79,399 44,022 

合計 4,670,693 1,602,959 2,084,826 2,383,061 2,652,428 

 

(2) 今後の維持・更新コスト（従来型） 

今後の改築・改修費については、文部科学省提供のソフトを使用し試算しました。このソ

フトを使用することにより、今後４０年間に必要となる改築・改修費の総額、今後必要とな

る平均コストと過去５年間の実績との比較、改築・改修の集中する時期及び当該時期におけ

るコストを整理することができます。 

従来型は、建築後２０年で大規模改造、５０年で改築を実施する条件で試算しています。

今後４０年間の改築・改修費の総額は約１，５８５億円で年平均約３９．６億円が必要とな

ります。特に今後１０年間では改築が集中することから、年平均約７９．１億円の予算が必

要となり、従来型の整備を継続することは困難と言えます。 
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(3) 老朽化の実態 

 ア 施設の現状 

   令和４年５月１日現在では、小学校４７校、中学校２０校、高等学校１校、特別支援学

校１校、幼稚園３園が設置され、校(園)舎は１８９棟３５２，７９５㎡、体育館・武道場

は、７９棟８５，３５３㎡となっています。 

   経過年数別では、次の表のとおりです。 

    

経年区分  
校(園)舎 体育館・武道場 

棟 面積(㎡) 棟 面積(㎡) 

10 年未満 16 28,605 9 18,357 

10 年以上 20 年未満 13 38,585 10 16,700 

20 年以上 30 年未満 14 22,624 5 9,859 

30 年以上 40 年未満 23 25,170 10 8,872 

40 年以上 50 年未満 87 164,133 25 17,930 

50 年以上 36 73,678 20 13,635 
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 イ 劣化状況 

   建築部位、設備等の劣化状況について、建築基準法１２条に基づく点検の結果は次のと

おりです。 

      
【棟数】 

評価区分 屋根・屋上  外壁 内部仕上 電気設備 機械設備  
全体の健全度 

(Ａ～Ｄ) 

Ａ 152 93 108 108 108 121 

Ｂ 91 117 83 83 83 86 

Ｃ 18 55 77 77 77 58 

Ｄ 7 3 0 0 0 3 
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  〇劣化状況の評価方法 

   屋根・屋上、外壁は、目視により確認します。内部仕上、電気設備、機械設備について

は、経過年数をもとに評価します。 

    

   【目視による評価】 

評価 基準 

Ａ 概ね良好 

Ｂ 部分的に劣化（安全上、機能上問題なし） 

Ｃ 広範囲に劣化（不具合のきざし） 

Ｄ 早急に対応する必要あり 

 

   【経過年数による評価】 

評価 基準 

Ａ ２０年未満 

Ｂ ２０～４０年 

Ｃ ４０年以上 

Ｄ 経過年数にかかわらず著しい劣化 

 

 

 (4) 施設一覧 
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 ※令和 4 年５月１日現在  

 ※長寿命化に適さない小規模建物(概ね２００㎡未満)は含んでいません。 
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５ 長寿命化の基本方針                                 

(1) 目標使用年数 

   建物が何年使用できるかについては、「法定耐用年数」が用いられることがあります。「法

定耐用年数」は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第一五号）」

で定められていますが、減価償却のための年数であり、建物の物理的耐用年数とは異なりま

す。 

実際には、適切な維持管理がなされ、コンクリート及び鉄筋の強度が確保される場合には

７０～８０年程度、さらに、技術的には１００年以上持たせるような長寿命化が可能です（「学

校施設の長寿命化計画策定に係る手引き（文部科学省）」より）。本市の学校施設は、全施設

で構造躯体の耐震化が完了し、また定期的な点検・改修を実施しています。このことから、

構造躯体の健全性が確認され、長寿命化が可能な鉄骨鉄筋コンクリート造および鉄筋コンク

リート造の学校施設については、８０年以上使用することを目標とします。 

 

【学校施設の目標使用年数】 

構造 目標使用年数 

鉄骨鉄筋コンクリート造 SRC ８０年以上 

鉄筋コンクリート造 RC ８０年以上 

鉄骨造 S ６５年 

木造 W ４８年 

 

(2) 長寿命化の整備方針 

建物は一般的に構造躯体の物理的な使用可能年数に至る前に、部分的な部位の機能が低下

し、それが構造躯体に悪影響を及ぼします。老朽化対策をせずに放置すると外壁モルタルの

落下など安全性に関わる不具合が生じたり、電気設備、給排水設備の不具合により建物が使

用できなくなる恐れがあります。また、屋根、壁などからの漏水を放置すれば、構造躯体の

劣化を招き長期使用ができなくなる恐れもあります。これらのことに注意しながら、長寿命

化の効果が高いものを長寿命型改善事業として積極的に行い、建築物の長寿命化を図ります。 

そのため、点検による劣化状況の把握及び不具合が生じる前の計画的な予防保全工事が求

められます。目標使用年数までの間に定期的に必要な改修を行うことで、良好な状態での長

期使用を目標にして実施していきます。 

  



 

- 20 - 

 

〈長寿命型改善事業のイメージ〉 

 

 

 

① ストックの状態の把握・日常的な維持管理 

学校施設は、地域コミュニティや防災の拠点としても重要な役割を担っています。子ども

たちの学習・生活の場として、十分な安全性、防災性、防犯性や衛生的な環境を備えた安全・

安心なものでなくてはなりません。 

建物の老朽化や設備劣化による事故等を未然に防ぐことが求められていることから、日常

的な保守点検や建築基準法、消防法などの法令で定められた定期点検の実施によって、効率
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的な維持管理に努めます。 

② 構造躯体の劣化に関する部位の改修 

鉄筋コンクリート造建築物の劣化原因のひとつとして、コンクリート中性化、鉄筋腐食が

挙げられます。コンクリート中性化と鉄筋腐食は密接な関係があり、建築当初はアルカリ性

であるコンクリートが鉄筋の発錆を防いでいますが、コンクリートが空気中の炭酸ガスと反

応し中性化が奥まで進むと鉄筋を腐食させてしまいます。鉄筋は錆びると体積が膨張し、コ

ンクリートにひび割れを発生させます。そして一旦ひび割れが発生するとそこから水が浸入

し、さらに錆びが進むという悪循環が起きてしまいます。 

こうした現象が生じないよう、屋上防水改修、外壁改修、配管改修などにより、構造躯体

の保護に関わる改修を「長寿命型改善事業」として重点的かつ計画的に行います。 

③ ライフサイクルコストの縮減 

対症療法型の事後保全的な維持管理から、予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図

る改善を実施し、建物の長寿命化とともに、ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

(3) 長寿命化の設計指針 

長寿命化の設計については、前橋市市有施設予防保全計画（以下「予防保全計画」とい

う。）の長寿命化設計指針に基づき実施していきます。下記内容は予防保全計画を引用して

います。 

ア 基本的事項 

(ｱ) 目的 

この指針は、学校施設の新築、改築、増築又は改修にあたっての基本事項を定め、学

校施設の長寿命化を円滑に推進することを目的とします。 

(ｲ) 適用範囲 

この指針は、学校施設の設計に適用します。ただし、倉庫等の小規模施設は除きま

す。なお、この指針に拠りがたい事項については、実情に応じ変更し、又は他の基準等

を適用することができるものとします。 

(ｳ) 基本事項 

施設建設費の多寡に留意するだけでなく、ライフサイクルコストの縮減にも視点を置

きます。また、目標使用年数に合わせて耐久性の高い部材を使用し、かつ、改修、維持

管理、将来の用途変更等の容易性を考慮します。 

(ｴ) 基本的性能 

ⅰ) 構造躯体の目標使用年数は、１９ページ「学校施設の目標使用年数」のとおりと

します。 
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ⅱ) 改修にあたっては、建築物の目標使用年数までの残存期間に応じた材料・工法を

考慮します。また、将来計画や劣化状況を勘案して、部分的な修繕で対応が可能

か否かを検討し、施設全体のコスト縮減に努めます。特に建築設備にあっては、

部材の更新・補修、部品の交換等を行うことにより長寿命化を図るものとしま

す。 

ⅲ) 学校施設の長寿命化を総合的に図るため、長寿命化に有効な仕様の採用を優先

し、長期に利活用されるようユニバーサルデザインの採用に努めます。 

ⅳ) 設計にあたっては、将来における要求性能の向上や用途変更に伴う改修工事を容

易にするため、可変性及び更新性を考慮します。また、維持管理のしやすさや省

エネルギー等にも留意します。 

イ 長寿命化対策 

(ｱ) 高耐久性 

構造躯体の耐久性を高めます。また、各部位については、目標使用年数や改修周期に

応じた材料・工法を採用し、耐久性の維持に努めます。 

【ポイント】 

ⅰ) 構造躯体（新築） 

・鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の場合は、目標耐用年数に応じ

て、「建築工事標準仕様書 JASS５鉄筋コンクリート工事（日本建築学会）」で定義

する耐久設計基準強度を採用します。 

・鉄骨造の場合は、耐久性に最も影響を与える要因が錆の発生・進行であるため、

塗装などの防錆措置による対策を施します。 

ⅱ) 仕上げ材の選択 

・立地条件や設置環境を考慮します。（例：腐食・腐朽しにくい材料の使用） 

ⅲ) 設備計画 

・立地条件や設置環境を考慮します。（例：メッキや塗装による高耐久化、絶縁継手

等による腐食対策） 

(ｲ) 省エネルギー・省資源等 

建築物のライフサイクルコストの中ではエネルギーコストが大きな比重を占めてい

ます。そのため、コストの削減対策を行い、併せて環境負荷の低減を図るため、再生

可能エネルギーの活用などにより省エネルギー・省資源に努めます。 

 

【ポイント】 

ⅰ) 材料の選定 

・環境負荷の低減に努めます。（例：再生資材、再生可能な材料の使用） 
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ⅱ) 建築計画 

・自然採光、自然換気等の活用を検討します。 

・夏場における日照の遮蔽に努めます。（例：日照を考慮した配置及び平面計画） 

ⅲ) 設備計画 

・設備機器の効率的利用を図ります。（例：局所空調・局所排気及び適切なゾーニン

グによる負荷低減） 

ⅳ) 再生エネルギーの活用と資源の有効活用  

・太陽光発電の導入、雨水等の水資源の有効活用及び排水の再利用を検討します。 

(ｳ) 可変性 

学校施設を長寿命化するには、時代の変化に対応した用途変更等が必要になります。

将来の機能向上や用途変更に対応するため、躯体と内装を分けて計画するスケルト

ン・インフィル方式等の採用検討のほか、機械室や配管スペース、階高、設計荷重等

にゆとりを持たせるなどの可変性に留意します。 

【ポイント】 

ⅰ) 施設計画 

・将来、増築・改修ができる配置を計画します。 

ⅱ) 平面計画 

・構造躯体の壁配置に留意します。 

（例：用途変更に際し、プラン制約しない壁配置） 

ⅲ) 断面計画 

・階高について、設備プランや方式の変更に対応可能な配管スペースを検討します。 

（例：設備方式の変更に対応できる配管スペースが確保できる階高確保） 

ⅳ) 構造計画 

・床の積載荷重の設定について、予測される施設や将来の用途変更に留意します。 

（例：積載荷重の最小値を建築基準法施行令第８５条で定める事務室の数値に設定） 

ⅴ) 設備計画 

・将来の機能向上に対応可能な設備計画を検討します。 

(ｴ) 更新性 

建築物は、耐用年数が異なる多数の部材から成り立っており、物理的劣化の速度が異

なります。 

このため、改修工事の際には、耐用年数に達しない部材も撤去せざるを得ない状況を

避けるため、部材・機器ごとの更新が容易にできる計画とします。 

【ポイント】 

ⅰ) 材料の選定 
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・更新の容易さに留意します。（例：標準品・汎用品、代替材料の多いもの） 

ⅱ) 平面計画 

・機器の取替え、搬出入の容易さなどを考慮します。 

・施設の性格上、設備機能を停止できない施設の場合は、代替スペースを確保しま 

す。（例：配管等の更新を考慮し、各種シャフトに適切な開口を確保する。）  

ⅲ) 設備計画 

・機器類の配置は、改修時の搬出入動線に留意します。 

・機器更新、改修時等における設備の機能低下等の影響に留意します。 

（例：主要な機器は分割し、複数台を設置する。） 

(ｵ) メンテナビリティ（維持管理のしやすさ）  

学校施設を長寿命化するには、日常的な清掃や点検・劣化診断を行い、的確に修繕を

実施することが重要です。これらの維持管理業務を円滑に実施するための工夫等のメ

ンテナビリティについて留意します。 

【ポイント】 

ⅰ) 材料の選定 

・清掃、修繕の容易さに留意します。（例：汚れにくい、標準品・汎用品、材料の 

種類を減らすなど） 

ⅱ) 配置計画 

・清掃、保守・点検のために、敷地内構築物等の配置を考慮します。（例：落ち葉に 

より排水溝が詰まるような高木を建築物に近接配置しない。） 

ⅲ) 平面計画 

・清掃、保守・点検の容易さや作業スペースを考慮します。（例：適切な大きさの 

点検口を天井の要所に配置する。） 

ⅳ) 設備計画 

・機器類の配置には、保守・点検の容易さを考慮します。 

 

(4) 長寿命化の維持管理指針 

   長寿命化の維持管理については、予防保全計画の施設の点検に基づき実施していきま

す。下記の内容は、予防保全計画を引用しています。 

ア 適切な維持管理 

    施設の安全性及び機能性を適正に保ち、効果を十分に発揮していくためには、施設の劣

化を正確に把握し、それに対応して施設を維持管理していくことが必要です。 

    維持管理とは、施設の点検、設備機器の運転・点検・保守、清掃、修繕などを行うこと

であり、適切に維持管理ができていない場合には、施設の劣化が進行し、施設の使用停止



 

- 25 - 

 

や最悪の場合には人的被害が発生することも考えられます。過去には、他都市において、

施設の維持管理不足による死亡事故など、施設管理者に刑事責任が問われる事例も起きて

います。このような事故を未然に防ぐためにも、「点検」を充実させていく必要がありま

す。 

イ 施設管理者の役割 

    施設管理者は、建築物の安全管理の責任者として、定期に点検を実施し、劣化状況を把

握する必要があります。 

    併せて施設の建築年月日、工事履歴等の情報を整理し、各種点検の結果を記録した点検

記録簿を継続的に整備し、異常の早期発見や適正な保全に努める必要があります。 

ウ 点検の実施 

    点検とは、建築物の機能・性能を適切に保つために建築物の各部位及び設備機器の異

常・劣化・損傷の状態を調査することをいいます。 

    施設利用者の安全確保や安定した市民サービスを確保していくためには、日頃から施設

の不具合等の早期発見や記録に努め、施設を適正に維持管理していくことが重要で、施設

の維持保全を怠るとその後の維持管理に多大な時間、労力、経費が必要になります。その

ため、「法定点検」及び施設管理者が行う「自主点検」が重要であり、計画的かつ着実に

実施する必要があります。 

    

〇法定点検 

    建築基準法では、一定以上の規模の建築物の敷地、構造、昇降機及び建築設備につい

て、定期的に損傷、腐食その他劣化の状況を点検することを義務付けています。さらに、

電気設備や機械設備は、各種法令により定期点検が義務付けられています。 

   〇自主点検 

    施設の運営に支障をきたさないよう、その機能を維持するために施設管理者が行う点検

及び不具合の早期発見のために行う巡回や確認の行為をいいます。施設の状況を簡易かつ

総合的に確認することで、予防保全実施の判断に有用となります。 
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〈建築物の部位・部材の計画改修周期〉 

 

※予防保全計画の改修周期を引用  

 

 

  

区　分 部　位 分　類
改修周期

（年）

構造 躯体 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造 40

構造 躯体 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 40

構造 躯体 鉄骨造 40

構造 躯体 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 40

構造 躯体 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ造 40

構造 躯体 木造 24

主要部の仕上げ 屋根・防水 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 30

主要部の仕上げ 屋根・防水 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水押さえｺﾝｸﾘｰﾄ 30

主要部の仕上げ 屋根・防水 瓦葺き 30

主要部の仕上げ 屋根・防水 金属屋根 30

主要部の仕上げ 屋根・防水 ｼｰﾄ防水 20

主要部の仕上げ 屋根・防水 塗膜防水 15

主要部の仕上げ 屋根・防水 ﾓﾙﾀﾙ防水 15

主要部の仕上げ 屋根・防水 露出ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ防水 20

主要部の仕上げ 外壁 ALCﾊﾟﾈﾙ 35

主要部の仕上げ 外壁 ALCﾊﾟﾈﾙ、仕上塗材 35

主要部の仕上げ 外壁 PC板 40

主要部の仕上げ 外壁 PC板、吹付け仕上げ 15

主要部の仕上げ 外壁 ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ 35

主要部の仕上げ 外壁 ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し 15

主要部の仕上げ 外壁 ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し、吹付け仕上げ 15

主要部の仕上げ 外壁 ﾀｲﾙ貼り 35

主要部の仕上げ 外壁 防火ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ、吹付け仕上げ 15

主要部の仕上げ 外壁 木板張り 15

主要部の仕上げ 外壁 石 50

主要部の仕上げ 外部建具 ｱﾙﾐ製建具 35

主要部の仕上げ 外部建具 ｽﾁｰﾙ製建具 30

主要部の仕上げ 外部建具 木製建具 15

機械設備 給排水・衛生・給湯設備 給水、公共下水、都市ｶﾞｽ 25

機械設備 給排水・衛生・給湯設備 給水、公共下水、LPｶﾞｽ 25

機械設備 給排水・衛生・給湯設備 給水、公共下水、ｶﾞｽなし 25

機械設備 給排水・衛生・給湯設備 給水、浄化槽、都市ｶﾞｽ 25

機械設備 給排水・衛生・給湯設備 給水、浄化槽、LPｶﾞｽ 25

機械設備 給排水・衛生・給湯設備 給水、浄化槽、ｶﾞｽなし 25

電気設備 受変電設備 受変電設備 30
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６ 今後の維持・更新コスト                                 

施設の長寿命化によってライフサイクルコストの縮減を図る長寿命型では、建築後２０年で

大規模改造、４０年で長寿命化改修、６０年で大規模改造、８５年で建替えを実施する条件で

試算しています。今後４０年間の総額は約１，２７３億円で年平均約３２億円が必要となり、

従来型と比較すると今後４０年間で総額約３１２億円、年平均約７．８億円を縮減できる結果

となりました。長寿命化型は、多額の費用をかけて建てた施設を長期にわたり使用することが

でき、さらに全体的な費用の縮減にもつながることが分かります。 

しかし、令和３８年度（２０５６年度）以降から改築費が増大することとなっているた

め、集中する改築時期を前倒し、財政負担を平準化させて負担を軽減させる必要がありま

す。また、整備費の縮減に加えて、統廃合や他施設との複合化などを検討する必要がありま

す。 
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７ 整備計画                                 

 (1) 改修の優先順位 

  改修等の優先順位づけについては、次の考え方とします。  

① 建築年、これまでの改修状況及び劣化状況評価の結果を踏まえて総合的に判断する。 

② 緊急性が高い場合は、部位別に改修を行う。 

 

(2) 整備計画 

  これまでの５年間における主要な施設整備の実績は次のとおりです。  

         (百万円) 

 

H29 H30 R1 R2 R3 

校数 事業費 校数 事業費 校数 事業費 校数 事業費 校数 事業費 

校舎等新増改築 3 3,011 1 16 2 65 0 0 0 0 

校舎大規模改造 3 609 1 398 2 692 1 489 5 1,571 

トイレ大規模改造  4 166 4 150 4 178 9 364 7 282 

空調設備大規模改造  8 143 7 58 4 16 10 43 8 35 

校舎外壁落下防止  2 44 0 0 3 78 5 143 3 81 

屋上防水改修 4 31 5 55 4 36 4 24 9 69 

受変電設備更新 0 0 0 0 1 13 1 10 0 0 

 

これまでの５年間における実績をもとに、今後の１０年間における主要な施設整備の目標

を次のとおりとします。 

  (百万円) 

 
今後 10 年 

校数 事業費 

長寿命化改良 36 13,702 

トイレ大規模改造 56 2,280 

空調設備大規模改造 74 590 

校舎外壁落下防止 26 692 

屋上防水改修 52 430 

受変電設備更新 4 46 

合計 248 17,740 
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(3) 個別設備計画 

  施設を⾧く使用するためには、躯体等の⾧寿命化を目指す改修のほかに、機能向上を図る

ための設備更新も重要です。計画的に設備更新を実施するため、今後 10 年程度での整備方

針を次のとおり定めています。 

 

 ① 小中学校の空調整備方針 

    ・小学校の特別教室の既設エアコンの更新に併せ、未設置となっている特別教室（理科

室、家庭科室、図工室）への設置 

    ・中学校で未設置となっている特別教室（調理室、被服室、技術室等）への新規設置 

    ・小中学校の普通教室（H22～H23 設置）における既設エアコンの更新 

 R04 ～ R08 R09 ～ R12 R13 ～ 前回設置年 

小学校（特別教室） 

 

更新／新規   H06-17  

中学校（特別教室） 

 

 新規   

小学校（普通教室） 

 

  更新(21 年経過)

※ 

H22-23  

中学校（普通教室） 

 

  更新(21 年経過)

※ 

H22-23  

                    ※普通教室の更新は経過年数を考慮して時期を決定する。 

  ② 小中学校のトイレ整備方針 

・整備目標 洋式化率８０％ 

・計画期間 令和３～１０年度 

(表) 小中学校トイレ洋式化の現状                        （R4.4.1 現在） 

 学校数 種別 校舎 体育館 屋外 合計 洋式化率 

小学校 47 
洋式 1,488  37  56  1,581  

60.55% 
和式 927  28  75  1,030  

中学校 20 
洋式 779  80  38  897  

59.84% 
和式 505  42  55  602  
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③ 小中学校のバリアフリー化整備方針 

・小中学校は全て避難所に指定されているため、車椅子使用者用トイレは全ての小中学校

でトイレの改修計画に合わせて整備する。 

・全ての小中学校で校舎及び体育館の内外にスロープ等を整備する。 

・エレベーターは令和２年度に 7 地区の拠点校整備が完了したが、児童生徒等の通学環境

のさらなる向上を図るため９地区への拡充を図る。 

・なお、エレベーター未整備校における要配慮児童等への対応として、階段昇降車の導入

を図る。（教育振興基金の活用等） 

・バリアフリー法の対象外となる 2,000 ㎡未満の新増改築であっても、原則としてバリア

フリー施設を整備する。 

 

○ 前橋市における小中学校＊１バリアフリー化の状況 （文部科学省公表資料  R2.5.1 時点） 

対象 学校数 
車椅子使用者用

トイレ 

スロープ等 

（外部） 

スロープ等  

（内部）  

エレベーター 

 

校舎 
68 

 

55 

(80.9%) 

37 

(54.4%) 

28 

(41.2%) 

22 

(32.4%) 

体育館 
68 

 

16 

(23.5%) 

44 

(64.7%) 

40 

(58.8%) 

  45 ＊２ 

(66.2%) 

＊１ 特別支援学校は含まない。なお、特別支援学校は全て整備済  

＊２ １階建ての体育館のみ保有する学校（42 校）を含む。 
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８ 適正規模・適正配置                                 

学校の施設数や規模（面積）に比例して施設整備に係る費用は大きくなるため、学校の適

正規模・適正配置は、施設の維持管理、整備にかかる経費や人件費といった運営コストの削

減といった視点からも考えていく必要のある課題のひとつです。  

本市では、平成２０年度に「前橋市立小中学校の適正規模・適正配置基本方針」（以下「基

本方針」という。）を策定し、前橋市における小中学校の適正規模の基準について、次のとお

り示しました。 

 

①小学校においては、多様な人間関係を築くことのできるクラス替えが可能である、１学

年平均２学級を下限とする１２学級から１８学級  

②中学校においては、多様な人間関係を築くことのできるクラス替えが可能であるととも

に部活動等の活性化を促し、教科担任制の充実と学習集団の弾力的な編成等の教員確保が

可能となる、１学年平均４学級を下限とする１２学級から１８学級  

 

また、適正配置の基本的な考え方として、「児童生徒の通学距離、通学路安全等を考慮し

ながら、学校を地域に適切に配置する」こととしました。  

 

この基本方針において適正規模化の対象校となった学校では、地域や保護者の代表者によ

る「適正規模地区委員会」が設置され、自校の適正規模化についての検討協議が行われまし

た。その結果、地区委員会で了解を得た上で、まず初めに平成２３年４月に第二・第四中学校

が統合してみずき中学校が開校しました。その後、平成２７年４月に嶺・芳賀小学校が統合

して芳賀小学校、平成２８年４月に桃井・中央小学校が統合して桃井小学校、平成２９年４

月に朝倉・天神小学校が統合してわかば小学校、令和３年４月に春日・広瀬中学校が統合し

て明桜中学校が開校しました。 

 

学校の適性規模・適正配置については、当該校の児童生徒、保護者、地域住民との合意形

成を欠かすことはできません。学校が地域に果たしてきた役割を踏まえ、互いの共通認識の

もとに協議を行い、様々な課題を解決しながら、円滑に進めなければならない問題です。  

 

今後はますます少子化が進み、施設の老朽化もまった無しの状況です。長寿命化型の整備

を進めながら、もう一度適正規模・適正配置を検討するとともに、公共施設の複合化など新

たな手法を確立することで、施設整備にかかるトータルコストを抑制していく必要がありま

す。 
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 教育委員会が所管する施設は、学校に限らず、学校給食を提供する共同調理場や生

涯学習の基盤となる公民館などがあります。それぞれに特徴や課題があるため、この

章では、個別に整備方針を示していきます。 

 なお、長寿命化の基本方針については、１章の５「長寿命化の基本方針」に準ずる

ものとします。ただし、目標使用年数については、基本的に次のとおりとします。  

 

構造 目標使用年数 

鉄骨鉄筋コンクリート造 SRC ６５年 

鉄筋コンクリート造 RC ６５年 

鉄骨造 S ６５年 

木造 W ４８年 

 

１ 共同調理場                                

(1) 施設の現状と整備状況 

本市の学校給食は、現在、市内６か所の共同調理場において、市立学校（小学校・中学校・

特別支援学校・幼稚園）６８校３園に対して１日に約２６，０００食の給食（副食）を年間

約２００日提供しています。 

本市では、給食開始当初は自校方式により学校給食を提供していましたが、昭和４１年４

月に開設した城南共同調理場（現在の東部共同調理場）を皮切りに、順次、共同調理場の整

備を進め、昭和５０年の北部共同調理場の開設により、「自校方式」から「共同調理場方式」

への移行が完了しました。 

既存の共同調理場については、「規模の適正化（調理場の統廃合）」を進めており、児童生

徒数の動向などを踏まえて、施設の総数を縮減し、調理場運営経費を抑えることを目的に、

平成２３年度末に約４，０００食の給食を提供していた中央共同調理場（昭和５５年８月開

設）を廃止しました。また、平成２８年度末には約９００食の給食を提供していた粕川共同

調理場（平成４年４月開設）を廃止し、給食配送校を他の共同調理場に分散して、現在の６

共同調理場体制となりました。 

 

 

 

 

２章 その他教育施設 
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(2) 施設一覧 

   

No. 施設名 施設種類 構造 階数 延床 

面積 

(㎡) 

建築年度  築年数 

西暦 和暦 

１ 東部共同調理場  調理場 S ２ 1,739 1993 H5 29 

２ 西部共同調理場  調理場 S ２ 1,455 1988 S63 34 

３ 南部共同調理場  調理場 S ２ 2,361 2001 H13 21 

４ 北部共同調理場  調理場 S ２ 2,845 2006 H18 16 

５ 宮城共同調理場  調理場 RC ２ 561 2003 H15 19 

６ 富士見共同調理場  調理場 S ２ 1,337 2004 H16 18 

※令和 4 年 5 月 1 日現在 

※増築した建物は古い建物に面積を合算  

※構造の RC は鉄筋コンクリート造、S は鉄骨造 

 

 (3) 施設の利用等状況 

 
※対象児童生徒園児数、職員数は令和４年５月１日現在（栄養士は産休・育休職員は除く） 

※東部共同調理場は、調理業務を委託しているため、調理技士の配置なし。 

※西部・南部共同調理場は、調理業務及び配送業務を委託しているため、調理技士及び運転技士の配置なし。 

※ボイラー技士は運転技士の人数に含む。 

※臨時給食員は午前勤務と午後勤務の実働人数の合計 
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 (4) 施設整備の支出状況 

 

 

 (5) 施設整備の課題と取組 

既存の共同調理場の運営にあたっては、まず第一に、安全安心な学校給食の提供と衛生管理

面の徹底が求められることから、施設自体（躯体）の老朽化だけでなく、調理関連の大型設備

や衛生関連設備（揚げ物機、焼き物機、蒸気釜、真空冷却機、冷凍冷蔵庫、食缶洗浄機、トレ

ー洗浄機、コンテナ洗浄機、消毒保管設備等一式）の老朽化・劣化に伴う更新（入れ替え）に

ついても検討しなければなりません。 

こうした点を踏まえ、本市では従来から、老朽化した共同調理場を概ね３０～３５年で更新

（移転新築）する整備手法を採用し、更新時点の「学校給食衛生管理基準」や関連法規に照ら

して、必要とされる設備や調理面積、最新の機能を備えた共同調理場の整備（移転新築）を行

ってきました。 

こうした共同調理場の移転新築事業には、大規模な移転用地と多額の経費が必要となること

から、厳しい財政状況が続く中、現有施設の使用年数を延ばし、財政負担を減らす延命化の取

組みが課題となっています。 

施設の使用年数を延ばし、年間を通じて学校給食を安定的に提供していくためには、施設の

屋根・外壁だけでなく、受電設備や給排水設備、空調設備、ボイラー設備、廃水処理施設など

についても大規模改修や更新を検討する必要があります。 

0.36 

0.07 0.09 

0.40 

1.16 

0.03 

0.03 0.03 

0.03 

0.01 

0.44 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

H29 H30 R1 R2 R3

億円

整備・補修工事費 修繕費 平均
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また、共同調理場に特有の設備である調理関連の大型設備や衛生関連設備については、耐用

年数が概ね１５年とされていることから、こうした設備についても計画的に更新（入れ替え）

していかなければなりません。 

施設の使用年数を延ばすための具体的な延命化の方針については、老朽化が進む古い共同調

理場から順次、個別に検討を行う必要があります。また、実際の延命化工事の実施にあたって

は、給食の提供に支障が生じないよう、工期が夏季休業期間中に限られることになります。こ

うしたことから、延命化工事の完了までには複数年かかることが想定されますことから、今後

は、共同調理場の老朽箇所、度合いや立地条件など、状況に合わせ、効率的かつ合理的な方法

により更新方法を検討していきたいと考えています。 

今後も、安全安心でおいしい学校給食の提供を続けるため、児童生徒数の動向などを考慮し

ながら、共同調理場の「規模の適正化（調理場の統廃合）」と「運営の適正化（民間委託）」だ

けでなく「施設・設備の延命化」についても検討を進め、より効率的で効果的な共同調理場運

営に取り組んでいきます。 
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２ 公民館                                   

(1) 施設の現状と整備状況 

本市では昭和３０年４月１日に公民館条例を施行し、市民のために実際生活に即する教育、

学術及び文化に関する各種の事業を行ってきました。 

昭和３０～４０年代は、木造の施設が多く見られましたが、昭和５０年代頃から、地域人

口や公民館利用者の増加に伴い、鉄筋コンクリート造などへの改築を行い、利用者のニーズ

に応えられるよう、施設を大型化し、図書室の設置などが行われるようになりました。また、

市民の生涯学習活動を支援するため平成３年９月１８日にコミュニティセンターに関する

条例を施行し、本市の中央地区にコミュニティセンターを設置してきました。 

令和４年６月現在、本市では中央公民館１館、地区公民館１５館（１７棟）、分館１館、集

会所４館、コミュニティセンター５館を運営しています。このうち、長寿命化を検討する施

設は地区公民館１５館（１７棟）、分館１館、集会所１館、コミュニティセンター１館の建物

２０棟で延床面積合計は２６，６６２㎡となっています。経過年数別棟数では、築３０年以

上の建物が６０％あり、築２０年以上の建物を含めると全体の７５％を占めています。 

 

(2) 施設一覧  
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※令和４年６月１日現在  

※構造のＳＲＣは鉄骨鉄筋コンクリート造、ＲＣは鉄筋コンクリート造、Ｓは鉄骨造、Ｗは木造  

※支所・市民サービスセンター及び図書館分館併設施設にあっては、延床面積に支所・市民サービスセン

ター及び図書館分館の面積を含みます。  

※複合施設内にある公民館及びコミュニティセンターは独立した建物ではないため、また、２００㎡未満

の建物は長寿命化に適さないため、教育施設長寿命化計画の対象施設に含みません。  
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(3) 施設の利用者等状況 

平成３０年度までは、増加傾向にありましたが、令和２年度では、新型コロナウイルス感染

症拡大により、施設の利用制限や中止等の期間があったため大幅に減少しています。 

 

 

 

 (4) 施設整備の支出状況 
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(5) 施設整備の課題と取組 

従来公民館整備は、老朽化・狭隘化した公民館について、安全性や利便性の向上を図るこ

とを目的として建設を行ってきました。その結果、ほとんどの公民館が、図書館分館や必要

な室数、面積など公民館として必要な機能を備えた施設となっています。しかしながら、建

設後の経過年数などにより設備の老朽化や安全面などで課題のある施設があるのも現状で

す。 

また、施設の建替えや改修には多額の経費が必要となり、大きな財政負担となります。従

来、公民館整備時に国の補助金として活用してきた社会教育施設整備費補助事業について

は、平成１０年度より地方交付税措置に変更されたため、現在は特定財源となる補助金等が

無く、主に地方債などの起債により施設整備を行っています。 

施設の課題解消や財政負担抑制のためには、今後の公民館等の施設整備は、長寿命化の観

点から改修を基本とし、利便性の向上を目的とする建替えを最小限にする必要があります。

さらに、現有施設の適切な維持管理や課題解消等を行い、施設を長期的に使用することで建

替えの回数を抑制するとともに、同年度に複数の施設整備が重複しないよう計画を立て、財

政負担を平準化する必要があると考えます。 
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３ その他の施設                                   

(1) その他の施設一覧 

No. 施設名 施設種類 構造 階数 

延床 

面積 

(㎡) 

建築年度 

築年数 

西暦 和暦 

① 
赤城少年自然の家 青少年教育施設  RC 2 2,673 1974 S49 48 

赤城少年自然の家（ボートハウス）  青少年教育施設  S 1 520 1974 S49 48 

② 児童文化センター  青少年教育施設  RC 2 2,784 2011 H23 11 

③ 粕川歴史民俗資料館  文化財施設  RC 2 642 1998 H10 24 

④ 総社歴史資料館 文化財施設  W 2 633 2015 H27 7 

⑤ 総合教育プラザ 総合教育施設  RC/S 6 7,971 1997 H9 25 

⑥ 
図書館本館 図書館 RC 3 4,765 1974 S49 48 

図書館富士見分館  図書館 S 1 803 2013 H25 9 

※令和４年５月１日現在  

※構造のＲＣは鉄筋コンクリート造、Ｓは鉄骨造、Ｗは木造  

※長寿命化に適さない小規模建物(２００㎡未満)や文化財建物は含んでいません。  

 

(2) 施設整備の課題と取り組み 

① 赤城少年自然の家 

赤城少年自然の家は、豊かな自然環境の中で、集団宿泊訓練、自然体験活動、野外活

動、体育活動等を通じて、心身ともに健全な青少年の育成を図ることを目的に設置された

施設であり、学校の林間学校や主催事業に利用されています。 

昭和４９年に建築し、平成１５年度に本館の耐震補強と大規模改修、令和元年度に劣

化の激しい本館外壁改修工事を実施しています。 

建築から４８年以上が経過しているとともに、冬季は積雪量も多く厳しい環境にあるた

め、予防保全計画推進プログラム1により、今後も計画的な施設改修を行っていく必要があ

ります。 

 

  ② 児童文化センター 

児童文化センターは、児童の科学及び文化芸術に対する理解と関心を高め、心身の健全

な育成を図ることを目的に設置された施設で、天文その他科学、環境学習に関する相談及

                                                

1 予防保全計画推進プログラム：施設の不具合を未然に防ぐための予防保全工事と既に不具合が生じている事

後保全に区分し、技術職員による全庁的な優先度判定と予算の連動を図るプログラム  
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び指導、音楽、美術その他芸術、交通安全に関する指導などの事業を行っており、前橋こ

ども公園内に立地しているため、学校の利用だけでなく、年間を通して市内外から多くの

来館者があります。 

施設は、昭和４４年開館後、公園の再整備に併せて平成２３年に建替えられて以来１０

年以上が経過しており、令和２年度は外壁の一部補修工事を実施、令和４年度は予防保全

計画推進プログラムにより、外壁全面の調査を実施しました。また、太陽光、風力、水力

発電のほか屋上、壁面緑化などの特殊設備は機能停止しているものもあり、有効な活用策

の創出が課題です。今後は、施設全体の管理計画と修繕計画を策定し、経過年数に合わせ

た適正な維持管理を行っていく必要があります。 

  

③ 粕川歴史民俗資料館 

  粕川歴史民俗資料館は、粕川小学校の旧木造校舎の一部を移築復元して平成１０年に開

館しました。赤城山南麓の歴史・民俗資料を展示し、地域の歴史や文化を知ることができ

ます。 

  外壁や屋根に劣化が見られるため、改修の検討が必要です。また、空調や照明などの設

備についても更新が必要となってきています。 

 

④ 総社歴史資料館 

  総社歴史資料館は、総社地区に残された数多くの歴史資産の展示や文化財散策の基点と

して、平成２７年に建築、平成２８年に開館しました。 

 

⑤ 総合教育プラザ 

  平成９年に建築され、２５年を経過しました。経年に伴い、平成 29・30 年に外壁化粧

帯の補修工事を実施しました。また、施設設備類についても、更新や改修を実施していま

す。 

 

⑥ 図書館 

現在の図書館本館は、昭和４９（１９７４）年５月に三代目の図書館として開館した

もので、図書等の貸出しのほか、講演会や所蔵資料を活用した展示など、様々な事業を

実施し、市民の学習要望に応えています。 

本館以外では、平成１９年度にこども図書館を前橋プラザ元気２１内に開館し、平成

２２年度には、各公民館及び総合教育プラザ図書室を図書館分館と位置づけました。こ

のように、令和４年６月現在で、図書館本館、こども図書館、さらに各地域に１６の分

館を整備して市民の知的活動の支援を続けています。 
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なお、図書館富士見分館は、富士見支所敷地に平成２５（２０１３）年に建築され、

施設管理について直執行していますが、築年数も１０年に満たないことから、今のとこ

ろ顕著な瑕疵は見当たりません。 

図書館本館については、建築後４８年が経過し、老朽化が進んでいるため、日常的な

点検により不具合箇所の把握に努め適宜補修を行っていますが、損傷や劣化が顕著にな

っている状況です。また、耐震性については比較的高いが、中央ホール及び公開図書室

の独立柱の耐力が低いため、補強が必要という判定になっています。さらに、ユニバー

サルデザインへの対応が十分とはいえない状況となっており、スロープ、エレベーター

等の設置スペースを確保することは空間が限られているため困難な状況で、改修による

対応には限界があります。 

こういった課題を踏まえ、平成２５年度より市庁舎周辺整備検討委員会等で図書館本

館の整備について検討し、平成３０年度からは図書館本館整備検討委員会を設置し、新

たな本館の整備について検討しています。現在、その理念となる基本構想の策定を終

え、新たに図書館新本館基本計画の策定を進めているところです。  
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(3) 各施設の整備費支出一覧 

        (千円) 

№ 施設名 区分 H29 H30 R1 R2 R3 合計 

① 赤城少年自然の家  

整備工事 1,274 0 0 0 0 1,274 

補修工事 1,706 524 27,401 259 1,587 31,477 

修繕費 0 0 0 0 0 0 

合計 2,980 524 27,401 259 1,587 32,751 

② 児童文化センター  

整備工事 0 0 0 0 0 0 

補修工事 471 0 0 990 0 1,461 

修繕費 274 76 372 143 2,087 2,952 

合計 745 76 372 1,133 2,087 4,413 

③ 粕川歴史民俗資料館  

整備工事 0 0 0 0 0 0 

補修工事 299 0 0 0 438 737 

修繕費 23 132 0 228 0 383 

合計 322 132 0 228 438 1,120 

④ 総社歴史資料館  

整備工事 0 0 0 0 0 0 

補修工事 0 0 0 0 0 0 

修繕費 65 24 0 0 0 89 

合計 65 24 0 0 0 89 

⑤ 総合教育プラザ 

整備工事 91,353 544 0 0 0 91,897 

補修工事 4,103 10,748 1,469 8,869 1,826 27,015 

修繕費 596 998 998 987 999 4,578 

合計 96,052 12,290 2,467 9,856 2,825 123,490 

⑥ 
図書館 

(本館・富士見分館) 

整備工事 0 0 0 0 0 0 

補修工事 7,211 0 0 2,233 0 9,444 

修繕費 1,318 1,411 3,614 2,391 1,861 10,595 

合計 8,529 1,411 3,614 4,624 1,861 20,039 

合計 

整備工事 92,627 544 0 0 0 93,171 

補修工事 13,790 11,272 28,870 12,351 3,851 70,134 

修繕費 2,276 2,641 4,984 3,749 4,947 18,597 

合計 108,693 14,457 33,854 16,100 8,798 181,902 
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おわりに～教育施設の充実を目指して                       

 

教育施設は、子どもたちの学習・生活の場である学校や社会教育施設などがあり、

地域コミュニティや防災の拠点として重要な役割を担う地域住民にとっては身近な公

共施設です。 

しかしながら、施設の維持管理にはコストがかかり、それは施設の数や施設の延床

面積などの施設保有量に比例します。 

今後、一層厳しい財政状況が予想される中で、良好な状態で施設を維持管理してい

くためには、現状のサービスごとに施設を整備する「施設重視型」から、施設を複合

化しながらもサービスを維持していく「機能重視型」への転換を進め、施設保有量を

減らしていくことが有効と考えられます。 

なお、施設の複合化については、教育施設の範囲にとどめるのではなく、施設のニ

ーズやありかたを含めて、全庁をあげて検討していくことが必要です。  

 

【関連用語集】 

構造躯体 建築構造を支える骨組みにあたる部分のことで、基礎、壁、柱、

土台や梁などの総称 

ファシリティマネジメント 所有する全資産を経営資源と考え、全市的視点で資産を効率的・

効果的に管理運営すること 

事後保全 建築物などの部分あるいは部品に不具合・故障が生じた後に、部

位あるいは設備機器を修繕あるいは交換し、性能・機能を所定の

状態に戻す保全の方法 

予防保全 建築物などの部位あるいは設備機器に不具合・故障が生じる前

に、部分あるいは部品を修繕あるいは交換し、性能・機能を所定

の状態に維持する保全の方法 

ユニバーサルデザイン 年齢や障害の有無などにかかわらず、最初からできるだけ多くの

人が利用可能であるようにデザインすること 

スケルトン・インフィル 

方式 

スケルトン（柱・土台・梁などの構造躯体）とインフィル（内装・

設備等）とを分離した工法で、内部の間仕切り・設備等の変更が

容易 

施設の複合化 一つの土地や建物に複数の施設（機能）を集合させて整備するこ

と 

ライフサイクルコスト 建築コストだけでなく、維持管理や改修・廃棄に必要なコストも

含めた施設に関する全てのコスト 
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